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目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

公用車の取得、処分を適切に行う。

内容

（手段）

・老朽化の進んだ公用車の買い替えを実施した。

公用車の買い替えについては、買替基準に達したものから車両の老朽化の状況を踏まえな

がら進めていく。

（買替基準…原則として、走行距離８万キロ以上かつ、１０年経過した公用車、もしくは、１２

年を経過した公用車）

◆【２５年度直接経費の内訳】

・備品購入費（小型貨物車　１台）　　　2,404千円

・手数料　　　　　　 　  　　　　　　　　　　　　59千円
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・手数料　　　　　　 　  　　　　　　　　　　　　59千円

◆【２６年度直接経費の内訳】

・備品購入費（普通乗用車　１台、軽貨物車　1台）　　　3,380千円

・手数料　　　　　　 　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　126千円
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達成状況

老朽化の進んだ公用車について、計画どおり車両の買い替えを実施することができ

た。
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一次評価のとおり。維　持

方向性の判定

事業を縮小・

廃止したときの

影響

判　定　理　由方向性の判定

維　持

今年度、１５年を経過し、老朽化の進んだ普通乗用車１台の買い替えを行うとともに、

１２年を経過し、老朽化の進んだ天然ガス軽貨物車１台の買い替えを行う。
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２７年度以降

の改善案

軽貨物、小型貨物車など、職員が使用する頻度が高い車両について、他市の買替基

準など調査研究を進める。
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果果果果

公用車については、公平かつ適正に購入できる環境が整っており、買替基準のもと、

順次車両を更新しているため維持とした。

判定理由

公用車の故障、修理が増加し、公用車の安全性の確保が困難になる。

また、公用車の不具合により、事故発生のリスクが高まることで、市民及び職員に多

大な被害を及ぼすことになる。

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）
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